
主な財政指数
会計区分 令和2年度 令和元年度 増減

財政力指数 0.56 0.56 0

経常収支比率 94.9% 93.9% 1%

実質公債費比率 8.8% 7.9% 0.9%

将来負担比率 32.9% 32.2% 0.7%

財政調整用
基金積立金

35億 821万円 31億 4,053万円 3億 6,768万円

地方債残高 440億 7,497万円 388億 4,714万円 52億 2,783万円

民生費…高齢者や障がい者、子どもの福祉
に使われたお金。

土木費…道路や公園の整備などに使われた
お金。

総務費…総務人事管理、財産管理、企画調
整、地域振興などに使われたお金。

教育費…公立学校の管理運営、生涯学習の
促進などに使われたお金。

公債費…これまでの公共事業などの財源と
して借りたお金の返済に使われたお金。

衛生費…ごみ、し尿などの処理、保健予防
や健康増進事業に使われたお金。

農林水産業費…農業、林業、畜産業などに
使われたお金。

消防費…消防や救急活動に使われたお金。

歳出用語の説明

健康状態を判断する財政指数
財政力指数…財政力を示す指数。標準的な行政活動を行うために必要な一般財源の需
要額に対する地方税等の収入の割合をいいます。この数値が1に近く、または1を超
えるほど、財源に余裕があることを示しています。

経常収支比率…財政構造の弾力性を判断するための指数で、地方税などの年度ごとの
経常的に収入される一般財源が、人件費や公債費のように年度ごとに経常的に支出さ
れる経費にどの程度充当されているかという割合を示しています。この数値が低いほ
ど新規行政需要に弾力的に対応でき、高いと対応できる余地が少ないことを示します。

実質公債費比率…町の借入金の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政
規模に対する割合で表したものです。この指標が18%を超えると地方債の発行につい
て国や県の許可が必要となります。25%以上になった場合、一定の地方債につき起債
が制限されます。

将来負担比率…町の借入金（地方債）などの現在抱えている負債や、将来支払っていく
可能性がある負担の現時点での大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合
で表したもの。この値が350%を超えると、財政健全化計画を定める必要があります。

財政調整用基金…財政調整基金、減債基金、公共施設整備基金の3基金で、財源に余
裕があるときに積み立てるなど、町の貯金のようなものです。

地方債…地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担
する債務で、その履行が一般会計年度を超えて行われるものをいいます。

定住促進補助金　　　　　　  2,450万円
被災者転居費用助成金　　　  7,010万円
私立保育所等運営給付費 10億2,396万円
特別定額給付金　　　　 33億1,970万円
みんなの家移設工事　　　1億3,439万円
益城、嘉島、西原環境衛生施設組合負担金

2億2,264万円
畜産団地解体工事　　　　　  7,078万円
事業運営基盤強化支援金　1億5,165万円
みんなの家利活用用地費　　  5,450万円
益城中央被災市街地復興土地区画整理事業負担金

1億4,503万円
都市計画道路整備（街路4路線）

6億9,222万円
避難路等整備　　　　　　8億7,361万円
公営住宅入居助成金　　　　  4,650万円
益城西原消防署車両購入費　  5,368万円
農業用施設災害復旧　　　6億9,155万円
道路橋梁災害復旧　　　 11億1,515万円
宅地災害復旧　　　　　 58億6,813万円
益城中学校等災害復旧　 24億6,851万円
文化会館災害復旧　　　　5億9,294万円
新庁舎建設基本実施設計業務委託

1億0,335万円

令和 2 年度に行われた主な事業

問 企画財政課 財政係　☎ 286 - 3223
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